
九州地方整備局における
広報の取組について

2019.1.22国土交通省 九州地方整備局 伊藤 浩和

【 本日の説明内容】

１．九州地方整備局について
２．建設業を取り巻く環境
３．九州地整における広報の取組
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１．九州地方整備局について
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【港 湾】

■国際拠点港湾 ３港（博多、北九州、下関）

■重要港湾 ２５港

■海岸事業延長 約３６ｋｍ

１．九州地方整備局が管理する範囲

【道 路】

■直轄管理延長 約２，３１６km
・高速自動車国道（新直轄） 約 ８４km
・自動車専用道路（地域高規格道等） 約 ２０８ｋｍ
・一般国道 約２，０２４ｋｍ

【河川等】
■河川管理延長 ２０水系（約１，３００ｋｍ）

■ダム（堰含む） １７施設（うち６施設は事業中）

■砂防指定地面積 ２，６２２ｈａ

■海岸事業延長 約７ｋｍ

【公 園】

■国営公園 ２箇所（海の中道、吉野ヶ里）

【営 繕】

■官庁施設数 ８３３施設

【空 港】

■国管理空港 ７空港（福岡、北九州、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島）

※H30.10時点

※H30年時点

※H30.10時点

※H30.10時点

九州地方整備局が管理する範囲
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■熊本地震ならびに平成29年７月の九州北部豪雨等による

被災地の復旧・復興
■ハード・ソフトを総動員した防災・減災対策
■戦略的なインフラ老朽化対策
■ストック効果を重視した社会資本整備
■「コンパクト・プラス・ネットワーク」の推進
■魅力・活力のある地域の形成
■訪日外国人旅行者数2020年4000万人等の目標達成を目指し、
観光先進国の実現

平成30年度事業の基本方針

九州地方整備局の平成30年度予算
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総事業費
約2,697億円
《前年度比1.04》

治水：約692億円
（25.7％）

海岸：
約34億円
（1.2％）

道路：約1,408億円
（52.2％）

港湾：約272億円
（10.1％）

空港：約212億円
（7.9％）

都市水環境：約22億円
（0.8％）

公園：約21億円
（0.8％）
営繕：約36億円
（1.3％）

【参考】
平成30年度 国土交通省関係予算（全国）

直轄事業：２４，６１９億円

九州地方整備局の平成30年度予算
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２．建設業を取り巻く環境
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建設産業は､地域のインフラの整備やメンテナンス等の担い手であると同時に､

地域経済・雇用を支え､災害時には最前線で地域社会の安全・安心の確保を担う地域の

守り手として、国民生活や社会経済を支える大きな役割を担う。

○（一社）熊本県建設業協会
平成２８年熊本地震では、被災状況の把握に努めると
共に道路啓開作業や応急作業等を迅速に対応。

【ミシシッピ川に係る高速道路橋の落橋事故
（2007年米ミネソタ州）】（出典：MN/DOT)

香川・徳島県境無名橋（鋼２径間単純トラス
橋）の落橋（２００７年）

【インフラメンテナンスの必要性】【災害の応急対応】
▼社会資本の老朽化による被害

現下の建設産業を取り巻く環境現下の建設産業を取り巻く環境

中長期的なインフラの品質確保等のため、国土・地域づくりの担い手として、持続可能な建設産業の構築が課題。中長期的なインフラの品質確保等のため、国土・地域づくりの担い手として、持続可能な建設産業の構築が課題。

近年の建設投資の急激な減少や競争の激化等により、建設企業の経営を取り巻く環境の悪化と、現場の技
能労働者の減少、若手入職者の減少といった構造的な課題に直面。

建設産業の役割と課題
建設産業の役割建設産業の役割
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

15～19歳

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60歳以上

2017年 技能労働者－就業者年齢構成（九州）
男性 女性

（16万人）
（6万人）

（5万人）

（5万人）

（7万人）

（6万人）

（3万人）

（3万人）

（2万人）

（1万人）

技能労働者
約27万人が従事
している。

○九州においては、技能労働者約54万人のうち、50歳以上の従事者は約27万人
（約５割）となっている 。
○若年者の入職が少ない状況（29歳以下は全体の約1割）

出典： 総務省労働力調査(2017年4月～6月)より

労働力過剰時代から労働力不足時代への変化（九州版）

若年者の入職が少ない。
（29歳以下は全体の約１割）
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産業別就業者の平均年齢の推移
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2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2012 2013 2014 2015 2016

全産業 建設業 製造業（歳）

（年）

総務省「労働力調査」をもとに国土交通省で推計

産業別就業者の平均年齢の推移
○建設業は、全産業平均と比較して、平均年齢が高くなっている状況。
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1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

年間総実労働時間の推移

実労働時間及び出勤日数の推移（建設業と他産業の比較）

（時間）

建設業

製造業

調査産業計

2007年度：2065時間
2016年度：2056時間

▲9時間

2007年度：1993時間
2016年度：1951時間

▲42時間

2007年度：1807時間
2016年度：1720時間

▲87時間

220

225

230

235

240

245

250

255

260

年間出勤日数の推移（日）

建設業

製造業

調査産業計

2007年度：256日
2016年度：251日

▲5日

2007年度：238日
2016年度：234日

▲4日

2007年度：233日
2016年度：222日

▲11日

105時間

336時間

17日

29日

出典： 厚生労働省「毎月勤労統計調査」年度報より国土交通省作成

実労働時間および出勤日数の推移（建設業と他産業の比較）
○建設業は、全産業平均と比較して、年間300時間以上長時間労働の状況。
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全体

建築工事

土木工事

4週8休

(完2)

4週7休 4週6休 4週5休 4週4休 4週3休以下

出典：日建協「2017時短アンケート（速報）」を基に作成

【建設業における休日の状況】
現在4週8休は

1割以下

（4週当たり）

休暇日数

5.00日

（4週当たり）
休暇日数

5.07日

（4週当たり）
休暇日数

4.78日

※建設工事全体には、建築工事、土木工事の他にリニューアル工事等が含まれる。

建設業における休日の状況
○建設工事全体では、約半数が４週４休以下で就業している状況。
○建設業は、他の産業では当たり前となっている週休２日もとれていない。
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生産性向上長時間労働の是正 給与・社会保険

○週休２日制導入を後押し

○各発注者の特性を踏まえ
た適正な工期設定を推進

○技能や経験にふさわしい
処遇（給与）を実現

○社会保険への加入を建設
業を営む上でのミニマ
ム・スタンダードに

○生産性の向上に取り組む
建設企業を後押し

○仕事の効率化

○限られた人材・資機材の
効率的な活用を促進

○重層下請構造改善
（下請次数削減方策検討）

建設業働き方改革加速化プログラム
○平成３０年３月、国土交通省は、建設業における週休２日の確保をはじめとし
た働き方改革をさらに加速させるため、以下の３つの分野における新たな施策
をパッケージとしてまとめた「建設業働き方改革加速化プログラム」を策定。
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○週休２日の確保をはじめとして長時間労働を抑制する取組を展開。
○地方公共団体においても、働き方改革の取組が浸透するよう地域発注者協議会
等の場を活用して、働きかけ。

週休2日の実施に伴い、労務費、機械経費（賃料）、共通仮設費、現場管理費について、現場閉所の状況に応
じて補正係数を乗じ、必要経費を計上

■週休2日の実施に伴う必要経費を計上

■週休2日対象工事の拡大
災害復旧や維持工事、工期等に制約がある工事を除く工事において、週休2日対象工事の適用を拡大

H28年度 H29年度 H30年度

公告件数（取組件数） 824(165) 2,546(746) 適用拡大

週休2日対象工事の実施件数 平成29年度はH30.1時点

週休2日工事の拡大

※ 元下問わず参加しているすべての企業で適正な価格での下請契約、賃金引上げの取組が浸透するよう、発注部局と建設業所管部局で連携

■補正係数
平成29年度

4週8休以上

労務費 －

機械経費（賃料） －

共通仮設費率 1.02

現場管理費率 1.04

平成30年度

4週6休 4週7休 4週8休以上

1.01 1.03 1.05

1.01 1.03 1.04

1.01 1.03 1.04

1.02 1.04 1.05
※ 建築工事は、労務費の補正のみ

※ 平成３０年度の補正係数は、平成３０年４月１日以降に入札手続きの開始を行う工事から適用する。13



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

給与・休暇・希望の新３Ｋで
魅力ある土木、建設現場にする

石井国土交通大臣

特に、子どもの頃から週休２日が
当たり前の若手の入職を促すには、
休日の拡大が喫緊の課題

参考：土木学会VOL.102

「給与が良く、十分な休暇を取得でき、
将来に希望が持てる業界」となり、
若手が将来を託せる産業分野への転換を図る
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災害時における
建設業者の活躍
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24時間態勢で
緊急復旧

24時間態勢で工事を実施（緑川）

熊本地震
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地域の建設業者が
故郷を守る

被災した河川の緊急復旧作業（花月川）
九州北部豪雨
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九州地方整備局の災害協力団体用ビブス九州地方整備局の災害協力団体ビブス
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建設業は、地域の守り手としての
役割を担うことを期待している

【平成28年4月19日閣議後会見】
石井啓一国土交通大臣は、熊本地震における建
設業の対応を問われ、「災害協定に基づく道路
の応急復旧作業、河川・ダムの緊急点検、毛布
の運搬、給水作業などを発災直後から行ってい
ただいていることに感謝する。引き続き、現場
の最前線で安全・安心を担う」
「地域の守り手としての役割を担うことを期待
している」
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３．九州地整における広報の取組
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平成30年度 九州地方整備局の「広報戦略」
○年度当初に作成し、各部、各事務所に周知し、１年間の広報計画を策定。
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九州地方整備局
平成３０年度 九州地方整備局広報戦略広報戦略アクションプラン

１．災害からの復旧・復興に向けた広報の推進
熊本地震・九州北部豪雨の初動対応や復旧・復興事業の進捗、インフラ整備
効果について、復旧・復興が実感できるように広報活動を推進する。

２．地域の安全・安心に向けた広報の推進
TEC-FORCE 活動を含めた自然災害への対応、南海トラフ巨大地震等への備
え、防災意識向上のための啓発活動など、地域の安全・安心に向けた防災・減
災の取組について、広報活動を推進する。

３．地域の元気につながる広報の推進
人口減少・少子高齢化のなか、地域の元気につながるインフラを活用した地
域づくりなど、地方公共団体、経済界、NPO等の関係機関と連携しつつ、広報
活動を推進する。

４．所管事業に関する広報の推進
所管事業に対する地域の関心を高めるとともに理解の促進に向け、所管事業
の着実な進捗とその整備効果について、着工時や供用開始時など進捗の節目を
捉えて効果的な広報を行う。また、老朽化メンテナンスや自治体支援など、適
切な維持管理の取組についても広報活動を推進する。
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九州地方整備局
平成３０年度 九州地方整備局広報戦略広報戦略アクションプラン

５．魅力ある建設現場に向けた広報の推進
「働き方改革」の推進に向け、建設業界の生産性向上やICT等に関する取組
について広報活動を推進する。
地域の基幹産業である建設業の「担い手確保」に向け、建設業界を始め産学
官と連携し、災害時の建設業者の活動、女性や若者が活躍する取組、社会貢献
の取組等についても広報活動を推進する。

６．継続的かつ効果的な広報に向けた取組の推進
イントラネットやHOT NEWSなど組織内広報を通じた好事例の共有、外部
講師による講習会の開催、広報大賞の新設、「伝わる災害対応の広報マニュア
ル」の共有等により、職員の広報スキルの向上と横展開を図り、九州が一体と
なった広報を展開する。
記者発表やホームページなど一般的な広報手段に加えて、現場見学会、パネ
ル展、式典、シンポジウムなどのイベント開催、新聞広告、WEB 広告、自治
体広報誌への掲載のほか、Facebook、Twitter、YouTube 等のSNSを活用す
るなど、コンテンツとターゲットを意識し、幅広い視野で広報手段を選択し、
効果的な広報を行う。
新聞・テレビなどのマスメディアに対しては、報道関係者との意見交換会を
定期的に開催し、記者との関係構築を図る。
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①災害からの復旧・復興に向けた広報の推進
九州地整ＨＰのトップページに復旧・復興に向けたページを開設
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＊YouTube 公開動画数 4
合計視聴回数 11,600回

（H30.5.29現在）

＊facebook 投稿 5回
リーチ数 15,300回

＊Twitter 投稿 9回
ｲﾝﾌﾟﾚｯｼｮﾝ数 146,400回

H30 耶馬溪土砂災害関連

①災害からの復旧・復興に向けた広報の推進
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【平成29年7月九州北部豪雨時】

H29.07.14 TVQ福岡サテライト

H29.07.14 NHKニュースブリッジ北九州

○災害発生に伴う、24時間態勢での緊急復旧状況について、積極的な広報活動を推進。
①災害からの復旧・復興に向けた広報の推進
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【遠賀川河川事務所】

○防災意識の普及・啓発に向けた広報活動（防災情報）
・国管理の20水系で、緊急速報メールを活用した流域住民の方への洪水情報のプッシュ型配信を実施。

▲事務所独自のチラシ

▲テレビ報道の様子

▲自治体広報誌掲載

▲遠賀川流域だより掲載

②地域の安全・安心に向けた広報の推進
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〇九州内のインフラの紹介およびインフラ観光、地域活性化の一助とするため、各施設の基礎的な
諸元や役割等の情報を提供する簡易版パンフレットとして、統一的なデザインのインフラカード
を作成、H30.7.23から配布開始。

〇現在、河川系施設20種類、道路系施設28種類、港湾空港系施設14種類、公園系施設2種類、
営繕系施設1種類、機械系1種類の合計66種類を発行。

■ 河川系施設 ■ 道路系施設 ■ 港湾空港系施設

■ 公園系施設 ■ 営繕系施設 ■ 機械系施設

③地域の元気につながる広報の推進
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○事業の完了・着工時の広報活動
・事業完了や着工時には、報道機関と緊密に連携し事業の役割や整備効果などの広報活動を推進。
・事業完成に至る工夫、ちょっとした良い話、現場など視聴者が見たい、知りたい情報を積極的に提案。

八代港国際クルーズ拠点整備事業着工式
【熊本港湾・空港整備事務所】【鹿児島国道事務所】

・道路開通が迫る時期にテレビ局が現場で働く職員を密着取材

・物流に関しても円滑になることを期待
・国道3号で何か起こった時に代替え道路として機能
・交通の安全性の確保にも期待

視聴者が見たい！知りたい！作業やロケーションを積極的に提案

④所管事業に関する広報の推進

29



【八代河川国道事務所】

【鹿児島国道事務所】

・高校教師を対象としたICT現場見学会の開催

▲ICT技術説明 ▲デモンストレーション

ドローンで撮影

・高校生を対象としたICT活用現場見学会の開催
【福岡国道事務所】

・九州初のＩＣＴ舗装工現場見学会を開催

➄魅力ある建設現場に向けた広報の推進
○i-Constructionの広報活動
・地元高校生や地域住民を対象にICT土工の現場見学会を開催するなど、積極的に広報活動を推進。

30

【大隅河川国道事務所】桜島砂防教室【鹿児島国道事務所】夏休み！！親子橋梁体験

【志布志港湾事務所】志布志港みなと見学会 【筑後川ダム統合管理事務所】
ダムの役割に関する広報の推進

➄魅力ある建設現場に向けた広報の推進
○建設業界との連携
・小学生や地域住民などを対象とした魅力ある現場見学会の開催により建設業の魅力を発信。

31



対象会員：九州地方整備局に所属する女性技術者
（１０３名：平成３０年４月時点）
設 立 年 度 ： 平成１９年度
愛称への思い ：

ＯＭＥＮ ＮＧＩＮＥＥＲ
私達みんなで （協力して乗り越えよう）

ＮＪＯＹ ＩＴＨ （一緒に楽しむために）

九WE会の活動方針

 いきいきと働くことができる職場づくり
 九州地方整備局の魅力、技術の向上
 情報交換によるモチベーション
 技術者同士の知識の向上
 技術者を目指す女性へのアドバイス

全体会議で活発な意見交換会

パンフレットによる広報

➄魅力ある建設現場に向けた広報の推進

32

➄魅力ある建設現場に向けた広報の推進

【九ＷＥ会の取り組みとTV・新聞報道】

H29.12.5 大分合同新聞

▲女性技術者による民間女性技術者等との合同意見交換会

佐賀テレビ「かちかちワイド」

H29.9.28 佐賀新聞

33



伝わる写真の
撮影を

スキルアップ

伝わる写真を
イメージし
写真撮影

伝わる写真を
厳選し、広報
紙を作成

○職員のスキルアップによる広報の充実
・災害時の対応や事業執行の説明などの広報力を高めるため、日頃からの職員のスキルアップ。
・「伝わる広報紙」に向け、分かりやすい説明、引きつける見出し、見栄えのするレイアウト等の工夫。

⑥継続的かつ効果的な広報に向けた取組の推進

34

○伝わる写真講習会の実施
伝わる広報を行うために不可欠な広報写真撮影のスキルアップのため、外部講師（マスコミOB）
を招き、演習を交えた講習会を実施（年２回）。

⑥継続的かつ効果的な広報に向けた取組の推進

発表・講評

演習①
写真撮影

演習②
伝わる写真の選定

演習③
キャッチコピーの作成

災害時における
伝わる広報の事例を紹介

・発想が面白い（照明がニコちゃ
んマークに見えることから）
・キャッチコピーを入れる場所を
想定して空を写しているのが良い
・人の表情を写していればもっと
良い写真になる

外部講師（マスコミOB）による講演

35
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38

【延岡河川国道事務所】

・毎月１回、職員が地元FMラジオに出演
防災に関する様々な情報を提供

【宮崎河川国道事務所】

・地元ラジオ局の防災ラジオ特番の中で
防災時に役立つ情報を提供

【佐伯河川国道事務所】

・ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞに出演し、出水期前に「水害への備え」を周知

【関門航路事務所】

・九州北部豪雨における流木回収の取組を説明

○報道機関と連携した広報活動
・報道関係者に対しては、きめ細やかな関係構築の積み重ねを行う。
・新聞社一斉の投げ込みのほか、個別に提案出来るような広報も行う。

⑥継続的かつ効果的な広報に向けた取組の推進
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九州地方整備局

【天神地下街でのパネル展】、【英語版の広報】【発災後、直ちに整備局のロビーでパネル展】

福岡国道事務所

【鹿児島県庁、鹿児島市役所でのパネル展】

鹿児島国道事務所遠賀川河川事務所

【パネルを活用して地域の皆さんに具体的な説明】

○九州全体が一丸となった広報
熊本地震における整備局の対応について、九州管内の事務所で様々な広報活動を展開。

⑥継続的かつ効果的な広報に向けた取組の推進

40

○4/12（木）～4/18（水）の期間にイオンモール福津において、「熊本地震から2年 復興への
歩み」パネル展を開催。イオンモール内でのパネル展示及び小冊子の配布を実施。

「熊本地震から2年 復興への歩み」パネル展（イオンモール福津）

41



「九州北部豪雨から1年 復興への歩み」パネル展（イオンモール福津）

○7/4（水）～7/11（水）の期間にイオンモール福津において、「九州北部豪雨から1年 復興へ
の歩み」パネル展を開催。イオンモール内でのパネル展示及び小冊子の配布を実施中。

42

【熊本地震防災パネル小冊子版による広報】

【九州北部豪雨トピックス集小冊子による広報】

防災パネルの小冊子版による広報
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SNSの活用

44

SNSによる情報配信例

＊facebook 投稿 20回
リーチ数 149,000回

H29 九州北部豪雨関連
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SNSによる情報配信例

＊YouTube 公開動画数 11
合計視聴回数 30,400回

（H30.5.29現在）

H29 九州北部豪雨関連

46

SNSによる情報配信例
H30 硫黄山噴火関連

＊YouTube 公開動画数 1
合計視聴回数 1,700回

（H30.5.29現在）

＊facebook 投稿 1回
リーチ数 2,300回

＊Twitter 投稿 1回
ｲﾝﾌﾟﾚｯｼｮﾝ数 1,700回47



○SNSによる防災情報の発信
・SNS（facebook、Twitter）により通行止め箇所の災害復旧状況や雪道情報を情報配信する。
・積雪情報には、アクセス件数が76,000件を超えるなど、一般の関心が高い内容をタイムリーに情報配信する。

【大分河川国道事務所】【宮崎河川国道事務所】

Twitterにより雪道の情報を発信Facebookにより通行止め箇所の復旧状況を動画で発信

20,000

10,000

2月4日 2月11日

SNSによる情報配信例

48

49

災害後、主要な通れる道路を示した「通れるマップ」をＨＰに掲載

ＫＢＣＴＶ アサデスで毎朝紹介

「通れるマップ」の他、熊本地震の際は、阿蘇地域への観光客向け
の「阿蘇地域アクセスルートマップ」を公表し、ＨＰ掲載、道の駅、
高速道路サービスエリアやパーキングで配布
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阿蘇長陽大橋の復旧

50

被災直後 長陽大橋
51



H29.8 長陽大橋復旧後

平成29年8月27日
長陽大橋ルートが復旧

52

熊本ＩＣから南阿蘇村役場間の所要時間は、

南阿蘇村の方々の手作りの横断幕

25分短縮

平成29年8月29日付 西日本新聞22面

通学時間
（みなし仮設住宅～南阿蘇西小学校）

0

20

40

60

80

開通前（42km） 開通後（28km）

50分

25分

開通前 開通後

60分から35分になり、25分の時間短縮

スクールバス
出発地

みなし
仮設住宅

復旧に対する効果と地域の喜び

0

20

40

60

80

開通前
（42km）

開通後
（28km）

60分

35分

25分短縮

所要時間（熊本ＩＣ～南阿蘇村役場間）

開通前（42km） 開通後（28km）

みなし仮設住宅から小学校まで
の通学時間が50分から25分にな
り、25分の時間短縮
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耶馬溪土砂災害対応

54

○ 平成30年4月11日未明、中津市耶馬溪町にて土砂崩れが発生(死者6名、家屋全壊4棟)
○ 捜索活動支援のため、TEC-FORCE(緊急災害対策派遣隊)、照明車、遠隔操縦式BH、衛星通信車等を派遣。
○ 土砂災害専門家(国総研)やTEC-DOCTOR(九州大学)を派遣し、県・中津市に対し、警戒避難体制の整備等
について助言。

中津市耶馬溪町における土砂災害に伴う九州地方整備局の対応

55



中津市耶馬溪町における土砂災害対応時の新聞記事・TV報道

H30.4.12 ＮＨＫ「ニュース７」

H30.4.12 テレビ朝日「報道ステーション」H30.4.15 OBS大分放送「Nスタ」

H30.4.12 ＮＨＫ「ニュース７」

56

中津市耶馬溪町における土砂災害対応時の新聞記事・TV報道

H30.4.22 読売新聞31面H30.4.19 朝日新聞31面 57



i-Construction
～建設現場の生産性革命～

58

⃝ 人口減少社会を迎えているが、働き手の減少を上回る生産性の向上等により、潜在的な成長力を高め、
新たな需要を掘り起こせば、企業の設備投資や賃上げなどが促され、持続的な経済成長が期待される。

⃝ このため、国土交通省は、平成28年を「生産性革命元年」と位置付け「国土交通省生産性革命本部」
を設置し、20の「生産性革命プロジェクト」を選定。それらを、①「社会のベース」②「産業別」
③「未来型(投資・新技術)」という生産性を高める３つの切り口に分類。

⃝ 本年を生産性革命「貫徹の年」と位置づけ、平成28年から取り組んできた「生産性革命プロジェク
ト」を新たなステージに昇華させ、ＡＩやＩｏＴ等を活用して安全・快適なまちづくりを進める「ス
マートシティ」の推進など、新たな取組にもチャレンジすることとしている。

国土交通省 生産性革命プロジェクト
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i-Construction トップランナー施策（３本の柱）

ICTの全面的な活用（ICT土工）
• 調査・測量、設計、施工、検査等一連で活用
• 新基準や積算基準等を整備

ICTの全面的な活用（ICT土工）
• 調査・測量、設計、施工、検査等一連で活用
• 新基準や積算基準等を整備

全体最適の導入

• コンクリート工の規格の標準化等
• サプライチェーンの効率化、部材企画の標準化

全体最適の導入

• コンクリート工の規格の標準化等
• サプライチェーンの効率化、部材企画の標準化

施工時期の平準化

• 年間を通して工事量を安定化
• 限られた人材を効率的に活用

施工時期の平準化

• 年間を通して工事量を安定化
• 限られた人材を効率的に活用

60

測量で２次元の工事設計図面を作成

現地の地形を測量作業する風景

これまでの建設現場 これからの建設現場

① ３次元測量① 測 量

ドローンやレーザースキャナで測量

３次元設計データを作成（高度化）

レーザースキャナ

ドローン

※上記、写真及び図はイメージです。

トップランナー施策の推進 (ＩＣＴの全面的な活用（測量の簡素化・高度化)）

61



② ＩＣＴ施工

丁張り（目印）の設置

② 施 工

丁張りを確認しながらの施工 丁張りと補助作業者なしで施工

３次元データを活用

※上記、写真及び図はイメージです。

トップランナー施策の推進(ＩＣＴの全面的な活用（現場施工の効率化）)
これまでの建設現場 これからの建設現場

62

土工 延べ作業時間の比較（人・日）

129.0人・日

187.5人・日

ICT施工

従来施工

＊ICT土工対象工事（N=274）の平均値

31.2 %
縮減
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工種拡大イメージ【道路工事】

法面工
ＩＣＴ土工
（軟岩掘削）

地盤改良工

付帯構造物設置
側溝・縁石・擁壁等
コンクリート2次製品

舗装工
（修繕工）

ICT舗装工

ICT土工

適用済

適用済

64

工種拡大イメージ【河川工事】

ICT浚渫工
（河川）

護岸工、護岸ブロック等
コンクリート2次製品

ICT舗装工ICT土工

適用済 適用済

適用済
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ICT法面工の成果を維持管理に活用
66

ロボットを活用したインフラの点検（例：橋梁）

打音検査機

赤外線
サーモグラ
フィー

打音検査部拡大

有線式飛行ロボットによる点検システム橋梁点検支援ロボット

67



全体最適の導入（ｺﾝｸﾘｰﾄ工の規格の標準化等）
○ 現場打ち、コンクリートプレキャスト（工場製品）それぞれの特性に応じ、施工の効率
化を図る技術の普及により、コンクリート工全体の生産性向上を図る。

主筋

鉄筋をつなぐための作業が必要

鉄筋を重ねる部分について重
ね長さ分の鉄筋が必要 重ね長さ分の鉄筋が不要

従来施工 機械式定着工法
作業が不要
両端フックと比べて、施工が容易

施工の効率化を図る技術・工法の導入
○ 各技術を導入・活用するためのガイドラ
インを整備し、これら技術の普及・促進
を図る

⇒ 機械式鉄筋定着工法の採用により、鉄筋
工数・工期が従来比で1割程度削減

コンクリート打設の効率化
○ コンクリート打設の効率化を図るため、
個々の構造物に適したコンクリートを利
用出来るよう、発注者の規定（※スラン
プ値規定）の見直し
⇒ 時間当たりのコンクリート打設量が約２
割向上、作業員数で約２割の省人化

プレキャストの活用

（※）ｽﾗﾝﾌﾟ値
• ｺﾝｸﾘｰﾄの軟らかさや流動性の程度を示す指標
• 値が大きい程、流動性が高く、施工効率が高いが、化学混和剤が必要

スランプ値

スランプコーン

生コンクリート

○プレキャストを活用する際、標準的な仕様を定めた要領を活用し、設計の効率化等を図る
68

九州地方整備局(建設関係) 月毎の稼働状況の比較

【平準化による効果】
＜労働者の処遇改善＞

・ 年間を通じて収入が安定
・ 繁忙期が平準化されるので、休暇が取得しやすくなる

＜企業の経営環境改善＞
・ ピークに合わせた機械保有が不要になり、維持コストが縮減

平成２５年度 平成２９年度
（件数） （件数）

最高 ： 1,097 件/月

最低 ： 812 件/月

最高 ： 1,603 件/月

最低 ： 792 件/月

平準化

施工時期の平準化

＊暫定値

○ 計画的な事業のマネジメントのもと、平準化を考慮した発注計画を作成。
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九州地方整備局管内で維持・災害協定を締結している業者を対象に実施し
た無人化施工訓練にあわせて、ICT建機および測量計器の説明ならびに実機体
験を実施している。
【開催時期及び開催場所】

①平成３０年１０月１６日～１９日（九州技術事務所）
②平成３０年１１月１３日～１５日（桜島・黒神川）

【参加人数（速報）】
九技会場：432名
桜島会場：191名
計 ：623名

（H29：362名）

桜島会場：訓練状況九技会場：訓練状況 把持装置目視遠隔操作

NHK取材対応

無人化施工訓練およびICT建機の展示・体験

70

【参加者の声】
⇒無人化になると二次災害防止になるので、どんどん主流になってほしい。
⇒体験型の研修は、講義と違い見て触って体験ができ、大変有意義な時間が過ごせた。
⇒今までの講習と違い，実際にパソコンを操作して実習するところが良かった。
⇒コントローラーに入れた力の予想以上に機械が動くので難しかった。
⇒現場の臨場感を感じられず、傾斜がどのくらいあるかが分かりづらく難しかった。

モニター方式操作状況

桜島会場

操作性向上に起因する今後の課題

目視による遠隔操作状況

RKBニュース

九技会場

↑ICT建機
（3DMC対応
ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ）

↓VR体験テレビ取材

無人化施工訓練およびICT建機の展示・体験
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操作体験を通した災害対策機械の紹介

72

南阿蘇観光未来プロジェクト
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南阿蘇観光未来プロジェクト

74

潜在的な南阿蘇むらの魅力ある地域資源を創造

多数の地域活性化実績を誇る跡見学園女子大学篠原ゼミチーム 完成を目指す立野ダムと阿蘇の大自然が融合

南阿蘇観光未来プロジェクト
○様々なコンテストで多数の優勝実績を持つ跡見学園女子大学篠原ゼミが観光支援の仕掛けを支援。
○ 立野ダムをインフラツーリズムの観点で魅力的な観光資源として整備・連動。
○ (株)ジャルパックが南阿蘇村、九州地方整備局と連携、旅行商品を企画・販売、域外からの誘客支援
を図る。
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南阿蘇観光未来プロジェクト

【年間スケジュール 】

2018年5月24日：プロジェクトキッ
クオフ会議

2018年6月8日～10日：第1回現地
視察

2018年7月：第２回現地視察

2018年8月：(株)ジャルパック、運
営DMO契約締結

2018年9月：第3回現地視察

2018年10月：商品発売
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実生(みしょう)の森育成プロジェクト

工事による
人工林等の改変

広葉樹などの
実生の森へ再生

○ 立野ダムの工事に伴う切り土法面を広葉樹等の実生（みしょう）の森に再生する取り組み。
○ 景観・環境に配慮した事業実施及び熊本地震からの創造的復興のため、南阿蘇村と連携し、ダム事業
区域や村の復旧工事などに活用。
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銘板設置
おやじの日『現場見学会』
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H30.11.6 建設通信新聞 8面

九州地方整備局における銘板設置
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九州地方整備局

熊本日日新聞（H30.10.15）記事より

■ おやじの日活動状況 ■新聞記事

おやじの日『現場見学会』
○建設産業の持続的発展を担う若手入職者の確保に資するため、その担い手である「人」
の確保に焦点を当てて広報に取り組む。
○土木関係の高校、大学の現場見学会だけでなく、小・中・高校生及び主婦層の現場見学
会を、発注者・受注者等と共同で行う。

○特に平成２５年度から、発注者・受注者等の家族の現場見学会として、「おやじの日」
を８月３日（語呂合わせ；0803おやっさん）で設定し、九州地区一斉に現場見学会を発
注者・受注者等と共同で行う。
○平成２９年度からは、発注者・受注者等の家族を中心としつつ、地元の子供会、小学
校、中学校も対象とし、開催日も各県の発注状況を鑑みて設定。SNS等の活用も実施。
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九WE会
（官民の女性技術者の意見交換会）
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○６月８日に、働きやすい職場づくりを目指すことを目的に、九州地方整備局、地方公共団体、
民間企業の女性技術者（総勢約８０名）が一同に会し、意見交換会を開催。
○「働きやすい職場・環境づくり～理想の職場とは～」「女性技術者の志望数増加のための魅力発信」
をテーマに意見交換。

【会議内容】
○日時：６月８日 14:00～17:00
○議事 ・あいさつ（増田局長）

・講演会(㈱ﾌﾗｳ代表取締役社長濱砂圭子氏）
・各団体の取組みの紹介
・自己紹介・意見交換
・全体写真撮影

○参加団体（１３団体）
・九WE会、福岡県、福岡市、水資源機構筑後川局、日本
下水道事業団、福岡北九州高速道路公社、NEXCO西日
本、九州電力(株)、福岡県建設業協会、建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ協会
九州支部、日建連、JR九州、日本環境ｱｾｽﾒﾝﾄ協会

官民の女性技術者による意見交換会を九州地整主催で初開催！ 国土交通省 九州地方整備局
九州女性技術者の会
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H30.6.14 西日本新聞

H30.6.12日刊建設工業新聞

国土交通省 九州地方整備局
九州女性技術者の会

官民の女性技術者による意見交換会を九州地整主催で初開催！ 国土交通省 九州地方整備局
九州女性技術者の会
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受注者の技術者からの意見や質問、
改善策を受け付ける。

受発注者合同で現地調査を行い、現
地状況の意思疎通を図る。

受発注者双方の問い合わせ等に対
し、早期に課題解決できるよう連携強
化を図る。

受発注者で業務の適切な執行と工期
の確保等のため、業務の中間打合せ等
で業務履行上の課題や問題点の解決を
図る。

受発注者間の連携を図り、業務の円
滑化・効率化を図る取組を実施する。

◆「いきいき現場づくり」の施策は以下の通り。

受発注者相互で労働環境改善に向け
た仕組み作りを実施する。

⑤合同現地踏査

③ワンデーレスポンス

⑦意見の窓口

④円滑な業務を実施するための情報共有

⑥業務適正履行協議（中間打合せ）

①労働環境改善の取組

全業務の受発注者双方が役割分担を
明確化し、打合せ時に業務進捗状況を
適切に管理する。

②業務スケジュールの適切な管理

【参考】いきいき現場づくり（業務版）推進のための施策
【目的】受発注者間の連携を強化し、更なる調査・設計業務の品質確保や

労働環境改善等を図る。
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① ここをクリック

② ここをクリック

【参考】公共工事の現状と今後の取組（九州地整ＨＰ）

③ ここをクリック
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